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　語にかえて
序節　は じ　　め　　に
　労働法と合同労組についての問題として近時，組合の資格審査，団体交渉，協同組合の団交義務，労働
協約，争議行為，最低資金法との関連等があげられるがここにおいては合同労組の資格審査と団体交渉に
ついて述べる。
それとともに日本におけ・鰍な労使関係下1こある未繊騨者の組織化の実態について粁ふれるこ
とにより労働法上の法則的な事柄と労働者の大半を占める中小企業労働者との力関係を合同労組に焦点を
絞ることによって検討しここに発生する諸問題を明らかにするべくこの小論を書く。
第一章　合同労組の資格審査と問題点
　第一節　労組法第二条及び第五条二項との関係
　労働組合が資格審査を求める具体的な目的と場合は労働委員会の労働者委員推薦のため，不当労働行為
救済申立のため，法人登記のため，労働協約の地域的拡張適用の申立のため，および職安法による労働者
供給事業を行うため等である。
　資格審査を受けた組合は33年1）・36年に調べたところによると約30％ほどの合同労組がある。審査の経
過は組合規約上若干の補正勧告とくに労組法5条第2項関係の1部に関する補正勧告がなされている。
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この資格審査で問題点とされたものは労組法第二条関係で，（1｝非組合員の範囲，②組合員の職務内容につ
いて，いずれも立証資料の不備または不足にもとずいたのもであるが特に匿名組合員を擁するものについ
てこれらの諸点の立証資料の不備不足が顕著であることを合同労組をめぐる審査関係の特色としている。
　労組法第5条第2項関係では，（1｝組合員の平等の権利と取扱いの均等について合同労組で特に問題とな
る点は匿名組合員の介在の場合とともに単組的支部を通じての一括個人加入組合員と並んで単独の個入加
入に関連しあるいは組合の重要な運営活動に関連しあるいは組合の重要な運営活動に関して代議員制をと
る場合に問題を生ずる。
　次に，（1）と関係がある問題として「単位組合」とみるか「連合団体」とみるかについての問題が生じ
る。
　労組法第5条1項により，労働組合として自由に設立された団体が管轄権を有する労働委員会の審査に
証拠を提出して立証することによって労組法第二条に定める「労働組合」である要件を具えていることが
実証できないことが明白になった場合および，労組法第5条2項の要求する組合規約の必要的記載事項の
どちらかを定めていないことが明白になったならばこの団体は労組法に規定する手続に参加する資格を取
得できずさらに労組法に定める救済を受けることができなくなる。この規定については立法論としてもか
なり問題があるが解釈論上の問題点もさらに多くあるといえる。実状をみると労働委員会は事実調査も併
せてかなり幅の広いゆとりのある解釈をおこなって出来るだけ当該組合を生かそうという配慮のもとに審
査が行なわれているようである。日本の労働組合運動はまだ若く成長期にあり種々の事態が出現し一般的
法律では包みきれない問題も生じているが，全く新しいケースとして生れてきた合同労組運動において
は，さらに新しい問題を提出し公式論では包みきれない場合が生じるが，ここで組合の資格審査のとき不
利な解釈をすると，我国の中小企業労働者に最も必要とされている組織成長による地位の向上のための最
低限の保障である労組法上の不当労働行為救済申立てや，労働協約の地域的拡張適用の申立などからしめ
だされることは厳にさけるべきである。
　これらの点については労使関係や中小企業労働者の生活とその実態の躍動に合せつつ団結権の擁護を助
長せしめ労働法の基本的精神をもって解釈論を進めることにより問題を処理すべきであり，いたずらに現
行法を形式的に解釈し，無理にそれにあてはめていこうとすることによって新しく生れつつある中小企業
さらには零細企業の労働者の生存権擁護のための一方式たる合同労組の発達を阻害するようなことはさけ
るべきである。
第二節　労組法第3条における「労働者」の判断の基準
　労組法第3条は「この法律で労働者とは職業の種類を問わず賃金，給料その他これに準ずる収入によっ
て生活する者をいう」と規定しているため合同労組の構成員中に「労働者」と認められるかどうか問題と
なる者が存在する可能性がある。
　特に漁業関係・土建関係・問屋制屋内工業関係さらに接客女性・保険外務員，芸能関係などの方面に問
題点が見い出される。
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　これらの職種においては雇用関係の不明解，請負的性格，生産用具保有の有無，原材料補助材料の自己
調達，家族労働を含めて少ない見習者使用，技術的経済的従属関係の有無が問題となりその収入が「賃金
その他これに準ずる」ものに認められるかどうかが論議の対象となるからである。
　生命保険外務員組合の資格審査基準として，「生保代理店制が確立せられその内部計算において代理店
主の危険負担において運営され店主の資本力，信用力によって経営せられているとみられるときは労働者
ではない」けれども，「一般外務員においては資本投下という程のことはなく当人の労働力が直接経営者
に従属して，その収入が殆んどその労働者の対価として認められるから労働者である。たとえ代理店の名
称を用いるとも，その実を具備せず当人の収入が専ら労働の対価と認めらそるときは同様である1）」と表
現しているが，これは妥当であるといえる。
　雇用関係の有無について明示的雇用関係のない者まで労組法上の労働者と解することは理論的に無理が
あるとする意見もある2）。
　今一つの見解は前近代的生産関係が残存する職種にあっては明示的雇用契約の有無のみを判断の基準に
することは現実から遊離させる結果になるから具体的事実をみよという見解がある。
　後者の具体的実態をみて判断すべきという見解が妥当といえる。
　なおここで問題となっている明示的労働契約の有無については事実上労働関係あるいは従属関係として
問題となる余地はあるが3），黙示的合意の存否としても議論せられるのであって，注㈲とにかく契約の効
力または解約及び賃金請求権の問題であり直ちに労働組合の資格審査不合格にまで拡張していくことはで
きないのではないかと考える。
　両者の意見について判断すると前者の見解において，合同労組における構成員としての労働者はその収
入が「賃金その他これに準ずる」ものとみられうるか否かの具体的事実と明示的雇用契約の有無との総合
的判断に基ずいて決定されるべきものとされているから，明示的雇用契約がない場合に直ちに労働者にあ
らずとの判断はしないのではないかと思われるが，その文中にこれらの前近代的関係を残す職種の者の経
済的地位の維持向上の措置は別途の立法措置によるほかはない」とされているのは，いささか疑問をもつ
ところである。これらの職種の労働者はかなり多く我国に存在しているという事実を考えればもちろん別
途の立法措置をとればスムースに解決されるであろうが現実的には，立法化して，これらの小零細の労働
者を救済する手段はとられていないのが実際である。それならば現実に生活に追われそして生存権をおび
やかされながら毎日毎日を働いている労働者が労基法なり組合法の保護を受けられず，さらに使用者経営
者としてもみなされていない実態をいかにみるかということが重要であり，これを立法化されるまで放っ
ておいていいという考は真の労働法の解釈とはいえない。
　したがってこの見解は条文という定規をそのままたえまなく変転しつづけている労働運動の実態にあて
はめることによって，弱小労働者に不利な判断をする危険性があるのではないか，したがって後者の見解
である実態に則して具体的に妥当なる判断をなすべきであるという方法をとるべきである。
第三節　匿名組合員が存在するとき。
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　仔）合同労組中の匿名組合員の数
　中小企業及び零細企業の使用者のなかには組合運動に対して理解がなく不当労働行為的な種々の圧迫を
労働者に対して加える者がかなりあるのが現状である。
　そのような圧迫から労働者を守り組織を維持し発展させるために匿名組合員として組合に加入している
ことを明らかにしない組合員を作る方法がとられている。
　匿名組合員は組合資格審査上だけでなく，団体交渉拒否の正当理由となるかどうか等の点でも問題にな
る。
　まず現在の合同労組中にどれぐらいの匿名組合員がいるかについて述べると，昭和39年6月に発表され
ている労働省の「合同労組の組織，運営および活動」を参考にすると，796組合中規約上匿名組合員を認め
ている組合は少く，66組合（このうち18組合は規約上認めているが，実際には匿名組合員はいなv・）で全
体の9％にすぎなV・けれども，実際に匿名組合員が存在するのは148組合（19％）になっておりかなり多V・
数であるといえる。これを組織類型別にみると規約上匿名組合員を認めているものの割合は職業別4％，
産業別5％に対して，一般では22％とかなり高くまた実際に匿名組合員がいるものの割合においても，職
業別が5％，産業別が13％なのに対して，一般は47％となって1，・・る。なお実際に匿名組合員のv・る148組
合につv・てみると，組合員の一部が匿名となってv・るものが105組合（産業別49組合，職業別3組合，一
般53組合）約半数が匿名となってv・るものが11組合（産業別7組合，一般3組合）大部分が匿名となって
いるものが32組合（産業別13組合，職業別2組合，一般17組合）となってv・る。
　さらにこれを加入上部団体別にみると規約上認めているものでは，総評系全国組織では全国一般の28組
合（全国一般傘下の合同労組数の29％），全国金属の8組合（53％），全印総連の6組合（38％）などがめ
だっており，また実際にv・るものでは，全国一般の38組合（38％），地方組織の地区労の28組合（19％），
地評の22組合（20％），全国金属の10組合（67）。全印総連の10組合（63％），などがめだっている。
　同盟会議系では規約上認めているものは1組合だけで実際いるものも1組合だけである。中立労連系で
は規約上はなく実際いるものが3組合ある。
　このように現在かなり多くの合同労組が匿名組合員を加入させている。
　現在このような匿名組合員が存在していることは目本の経営者陣営にとっては反省してみなければなら
ないことでありさらに，これらの組合員を組合員としての資格や組合員として享受すべき権利上の不明確
さという点を強調してこれをもって唯一の欠格理由として団交拒否の好個の口実とするようts　一部の行き
方は法律論や戦術論としてはしかたがないとしても，後味のよいものとはいえず経営者の団体またその代
弁者が時としてこのような戦術をとることはそれ自体を直接非難する筋合はないとしても匿名組合員の存
在自体の社会的責任はその大部分が経営者自身が負わなければならないという事情をよく理解して労使関
係を正しく進めていく必要がある5）という意見があるが匿名組合員と使用者との関係においては，使用者
側の反省を求めるべきであるといえる。
　匿名組合員は今後どうなるかについては，全国の未組織労働者のうち合同労組に組織されている数もま
だ少ないから今後もその数は増大していく可能性は大きい6）とする見解と，最近総評・総同盟などはなる
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べくこれを認めない方針をとってきたし，一応組織も成ってきているので結成当初これを認めていた合同
労組も廃止してきており，少なくなっていくであろうという見解があるが，現在全国で796合同労組，組
合員数15万2千9百58人（一組合平均192人）というかなりの人員を擁iし組織成長率もかなり急速に伸び
てきているが全国組織労働者数からみればまだまだ少ない人員であるから，今後いろいろな問題もここに
生じてくるであろうが，匿名組合員の増減については，この全合同労組中過去三年間に分裂集団脱退のあ
った組合数は，全体の24％もある（産業別では20％，職業別11％，一般48％）ため，まだその組織の内容
をみると，けっして安定しているとはいえず，複雑な中小企業の労使関係がいかにこれらの組織化や発展
に重要な役割をはたしているかが示されており，現時点においては匿名組合員がただちに減少するとはい
えないが少なくとも組合員数30万人程度の力をもち日本の経営者がその存在と実力を認めてくるころにな
るならば匿名組合員は減少していくと言える。したがって将来は匿名組合員は減少していくであろうから
法律論上の問題もおこらなくなっていくであろう，しかし現在存在しており，その運営についても問題が
生じているので，以下これについての諸問題を考察する。
（ロ）非組合員の範囲
　労働組合法第五条において「労働組合は労働委員会に証拠を提出して第二条及び第二項の規定に適合す
ることを立証しなければ，この法律に規定する手続に参与する資格を有せず」と規定してあるから，労働
委員会が必要ありと判断した場合には組合が提出する証拠のほか事実を認定するに足る調査及び必要と認
める証拠調べをすることができる。（中労委規則23条2項）
　審査を実際に行なう方法として第五条二項の組合規約の場合は形式審査であるとする見方が妥当であ
り，その理由は法律論上実際に労働委員会などにおいて事件化されている場合，当事者がだれであるかわ
からないということは，どうしても無理があり，賃上げなどのときも職種・業種がはっきりせず，どの部
内に合同労組の組合員がいるのであるかが使用者側に知られていなければ交渉内容の充実が実現できにく
い。労働組合の活動の主要なものとしてのストライキなどにおいても，スッキリした行動ができにくくな
る。「合同労組の研究」（沼田編）によるとこの調査では，212組合中51の組合が匿名を認めておりますが，
この51組合中その態様がどうなってV・るか具体的に明らかでなv・組合が38組合もあり，残り13組合がはっ
きりした態様を書いているこの中で㈲名簿上は匿名，（B）団交のときは顕名にする，◎結成当時匿名であっ
た者で使用者に分ったものを顕名にした。（D）世間に対しては匿名だが企業主は知っている。などの組合が
あるがこれら4つの型は組合が完全に組合活動を行なっていくときには，やはり顕名になる方向にあり，
匿名の状態といえる，他の九つは，書記長のみ匿名，本部直属組合員は殆んど匿名，将来組合活動家に
するために一部を匿名にしている。支部結成ができないので匿名にしている。などの理由をあげている。
これはやはり合同労組の組織化の困難を表わしている事例である。したがってこれらの実態をみると，正
常な組合活動を行なう方向に進むには匿名は必然的に減少する傾向が表われている。法第二条については
「法の要件を具備するかどうかの点については単なる形式的審査にとどまることなく（その方法程度はと
もかく）実質的にこれをなすべきである」（日通会津若松支店不当労働行為救済命令取消請求事件，最高
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裁昭和32年12月24日判決）としているので，匿名組合員中に使用者の利益代表者等がV・なV・ということに
ついて，どの程度の立証調査が必要かということが問題となりうるわけである。地労委審査のときに合同
労組のとる態度のうち問題となるのは，あくまで匿名として所属する企業，職種，職務内容等一切立証し
ないものについてであるが，労委会にこれが明らかにされなくても認定できないということはなく，要は
労組法二条但書第一号に低触する労働者が含まれるかどうかを認定するに足る疎明があるのであればよい
と考えられる。
　その程度についての問題は少くとも職務内容が明確にされるべきであり，職務権限程度は明らかにされ
るべきで現行労組法の法秩序下にあるということから実際の解決における方法論としては認めなければな
らないことになるといえる。
　1）　江原又七郎著「目本の合同労組」沼田稲次郎編「合同労組の研究」
　2）林信雄著「合同労働組合をめぐる諸問題」　「合同労組と労働法」74頁
　3）高嶋久則著「合同労働組合をめぐる審査上の諸問題」中央労働時報　32号
　4）　A．　Nikisch，2Auf1．　Bde，　s．150　ff．，　Huecknipperdey，　Lekrbuch　des　Arbeitsrechts，6Aufl，　Bde，　s．104　ff．
　5）同旨・江原又七郎著r日本の合同労組」27頁
　6）　　　　　tt　　　　　　　〃
　7）青木宗也著「合同労組の組織形態と法律上の問題点」法律時報32巻3号
　8）林信雄「合同労組と労働法」日労協誌11号
　9）　沼田編「合同労組の研究」
第二章　団体交渉とその問題点
　第一節　団体交渉の方式と実態
　合同労組の団体交渉はどんな方式で，どれほど実際に行なわれているかについては，昭和37年7月から
38年6月までの一年間における合同労組の団体交渉経験の有無をみると1｝，796組合のうち経験を有するも
の550組合（69％），経験を有しなv・もの218組合（27％），不明28組合（4％）。となっており，この経験
のない組合は日常活動がほとんど行なわれていないということができる。
　組織類型別にみると，団体交渉の経験を有するものの割合は産業別合同労組69％，職業別合同労組65
％，一般合同労組74％oとなっている。このように一般合同労組では団体交渉の経験を有するものの割合が
高いのは一般は単位扱い支部を有するものが多く，しかも，しばしば支部のレベルで団体交渉が行なわれ
ることによるものと考えられる。
　合同労組の団体交渉の相手方をみると，交渉の経験を有する550組合のうち263組合（48％）が個別業者
のみを相手に交渉を行なv・，126組合（23％）が業者団体のみと，81組合（15％）が業者集団のみと交渉を
行なっている。これを組織類型別にみると，その組織の実態もしくは型態を反映して，かなり特徴的な傾
向が指摘できる。一般合同労組においては対応する適当な業者団体がなく，また，業者団体も組織しにく
v・ことなどから95％が個別業者のみと交渉してv・るのに対し，職業別合同労組の場合には43％が業者団体
のみと交渉を行なっており，個別業者のみと交渉を行なっている組合はわずか20％であり，また，産業別
合同労組の揚合は，個別交渉のみを行なってv・るものが38％，業者団体のみと交渉を行なってv・るもの27
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となっている。なおこをれ加入上部組合別にしてみると，業者団体や集団と交渉を行なっているものの割
合は全国組合では全目交（17組合のうち58組合）。全印総連（16－8）。全港湾（12－5）。全繊同盟
（20－－13）。全農協労連（36－19）。などが高いが，これは，当該合同労組の属する産業の性格から業
者団体が存在するか，あるいは，業者が集団を組織しやすいという事情によるところが大きいとみられ
る。
　次に合同労組の団体交渉における部外者の（当該労組の組合員または役員以外の者）参加状況について
は団交の経験のある550組合のうち，交渉に上部組合役員等の参加したもの203組合（37％）参加しなかっ
たもの381組合（55％）となっており，企業別組合の団体交渉における部外者の参加状況につv・ての統計
がないので合同労組と企業別組合とを比較することは正確にできないが目本の団交は企業内交渉の問で行
なわれるのが一般的であるから，部外者の参加37％は企業別組合の揚合に比べると，かなり高い割合を示
しているということができる。
　なお団交に企業外の者が参加するという点では合同労組が超企業組織であり，その役員も個別の企業主
にとっては企業外の者であることが普通であり，役員が合同労組に関連する企業と全く無関係な職業的活
動家であることも少なくないから，このようなことからみても，企業別組合の場合よりはるかに多いこと
は容易に推察される。
　これを組織類型別にみると部外者の団体交渉参加の割合は職業別合同労組がもっとも高く　（46％），以
下一般（39％），産業別（35％）となってv・る。
　団交の対象となった事項は賃金，一時金がもっとも多いのは当然であるが，解雇問題が多いのが注目さ
れる。
　交渉方式としては全組合員に統一的な要求を掲げて関係事業主の団体（協同組合その他の業者集団）と
の間に統一的な交渉をもつことが原則的には望ましく，さらに全国的統一組織としての合同労組ができて
いればこれと全国的経営者団体と交渉を行ない特殊な企業は，それと同時に地域的に使用者団体と交渉す
ることが望ましいとv・える。イギリス2）の一般労組（General　Union）におv・ては全国的団体交渉が団交の
重要形態となっており，地域的ないし地方的交渉の重要性は第一次大戦前よりも少なくなっている。しか
し産業別・職業別の組合で，その特殊性により全国的交渉だけでは十分でないものについては，その補充
として地域的交渉を同時に行なっているところもかなりある。
　（例としてランカシヤー地域の綿織物・ヨークシャー地域の毛織物などはもっぱら地域が主体（H．A．
Cleg9，　General　Union　P．　149）団体と団体との交渉が望ましv・ということは，我国におv・ては，とくに
最低賃金の協定を獲得するために，この方式によることが是非とも必要なことになる。具体的要求事項に
なると必らずしもこの原則は貫きにくいことになる，たとえば経営人事に関する問題については事件の発
生が関係事業所の一部に限られることが多いため自然に合同労組対特定事業所という個別交渉とならざる
をえない。統一交渉のしやすい賃金等の労働条件に関する件にしても，事業所毎の格差が著しい場合には
これは実際問題として望みにくいこともある。統一的交渉を困難にしている今一つの事情は労資双方の意
識の中にある企業別の排他的封鎖性にあるといえる。
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　このような事情により，統一労働協約の締結も合同労組の現状においてはまだ一般化されたとはいえな
いo
　統一交渉・統一協約の締結は原則的には望ましい方式であり，これが成功するかしないかは合同労組の
将来の発展に重要な意義を有することはたしかである。しかし今，直ちに，この方式を実行することは実
態から判断すると無理なところがかなりある。したがって，あらゆる事件，あらゆるチャンスを把えて漸
次この方向に進む努力を根気強く積み重ねてゆくことが必要な手段であるといえる。
第二節　使用者の団交拒否について。
　合同労組が使用者側に団交を申し入れた場合いろいろな理由によって拒否されることがある，これにっ
いて「合同労組の研究3）」の調査によると以下のごとき事例があげられる。
　（A）交渉者が従業員でない。（B）従業員以外が団交の席に加わる。◎従業員以外の者が組合員。◎企業の秘
密が外部にもれる。㈲組合否認。㈹雲がくれ。⑨協組に交渉能力なし。（H）従業員の一部しか加入していな
い。（1）組合員名簿を提出しない。これらの拒否理由は，（A）～（D）は同じようなものであり，（E），㈹も問題に
ならないが，（G）については協同組合の団体交渉および協約締結能力については中小企業庁・労働省の見解
を統一した通牒（36年企庁第169号発第192号・昭和36年12月6日）を発表しており，法律上当然には団
交義務・労働協約締結をすることはできない。しかし組合の組織的活動は「組合員の事業に関する共同施
設」に当ると認め，組合員の委任をうければ労働条件について，二つの作用を行なうことができるとして
いる。これに対して各方面から見解が発表されている4）。
　これについては協同組合が業者に対する強力な統制力，規制力を実質的に有しまた労働者の賃金条件に
直接かかわりをもつ事項を決定しうる同業組合はすでに，単なる経済団体の枠をこえた性格の団体である
といえる。
　もし，そうでないとするならば，一方において一定地域の労働者に対する最低賃金を定めながら，他方
において合同労組とは団体交渉の資格がないというきわめて現実に合致しない結果になってしまうからで
ある。これでは労働者は自己の賃金条件を左右する根源を知りながら彼等の生存維持のための生活防衛を
する主張を強い統制力のもとにおかれた個別業者にもちださなければならないという矛盾を強いられるこ
とになる。
　したがって協同組合が合同労働と対応関係でとらえられる場合は実質的に使用者団体としての内容をも
っているものが，かなりあるという事実が存在するいじょう労働法上の解釈においても，これを反映させ
ることにより法社会学的見地より判断をなすべきである。
　今⑥について述べたが㈹～㈲についても正当な団交拒否として認めることができるものは一つもないと
いえる。
　次に問題となるのは　従業員の一部しか加入していない。（1）組合員名簿を提出しないが，これは匿名組
合員の存在するときに多く起るものである。
　昭和35年7月～38年6月の三年間に生じ解決したものをあげると，
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ω合同労働が年末一時金，賃金引上げを要求して会社に団交を申し入れたところ会社側は従業員のうち誰
　が組合員であるかが判らなければ団交に応じられないとして拒否した。しかし，労政事務所の指導，助
　言で団体交渉が開始され交渉のなかで組合員の氏名が明らかにされ円満に解決した。　（長水合同労組・
　単位型・長野）
（ロ）合同労組がある会社に当該会社の従業員が匿名で組合に加入しているとして賃金引上げなどを要求し
　て，団体交渉を申し入れたところ，会社側はかつて従業員が合同労組に加入していたことはあるが，現
　在はだれも加入していないとして，これを拒否した。
　組合側が地労委に交渉開始について斡旋申請したが現地調査を行なった地労委は当該組合に合同労組組
　合員が存在するか否かが明確になって斡旋を行ないうるようになれば斡旋するとの態度をとった，その
　後，組合側から申請が取り下げられ組合員の存在が不明のまま争議終了（苫小牧一般労組単位型・北海
　道）
この二つのケースは地労委での命令をまつまでもなく解決しているが，次にあげるケースは命令がでてい
る。
　中村印刷事件（兵庫地労委昭39年1月28日命令）事実は申立人兵庫印刷出版産業労働組合（組合員数12
名），被申立人中村印刷株式会社（従業員数40名），この会社内に組合の分会があり，組合は夏季一時金30
目分支給について，会社に対し38年8月13日要求書を提出したところ，会社は同月19日文書をもって役員
名簿と組合員名簿の提出を要求した。同月22日・27日の二回の当事者双方が団体交渉について話し合った
が「名簿の提出がなければ，対象人員となる者がわからないので話し合はこれ以上進まない5）」という会
社の主張により具体的な話し合いに入れなかった。次に組合は「年次有給休暇をとっても皆勤手当を減ら
さないこと，女子に有給で生理休暇を出すこと，日曜・祝祭日に休んでも皆勤手当を減らさないこと」の
三項目を同年8月22日文書をもって要求したが，会社は前と同様の態度をとった。そこで組合はre被申
立人は申立人から申入れられた仔）昭和38年8月13日の夏季一時金，9月23日の皆勤手当に関する団体交渉
に誠意をもって応ずること（⇒右申入れを拒否したことに遺憾の意を表する文書を作業場に掲示すること」
との救済命令を求めた。
　命令の要旨は，「本件申立はこれを棄却する」「一般的に．団交を開始するに当って，役員名簿，組合員
名簿の提出を必要とするとは断じ得ないが，交渉事項の性質上，少なくとも組合員数を明確にしなければ
具体的な団交に入れない場合には，その交渉拒否に正当理由がある，一，組合が代表する従業員の範囲あ
るいは交渉代表者の権限などについて疑問をもち，相手方の説明を求めたが，それが明白にされないの
で，団交に応じようがないというような場合が起りうることも，取引き交渉の性質上当然に考えられると
ころである………二，……会社が組合の要求している経済的労働条件に関する事項について考慮するため
には自己の雇用する従業員中の組合員数を知る必要性があることは認められ，この点において会社が主張
するような団交に応じないのではなく，応じようのない事情は是認される。三，匿名組合員を置くという
ことは，不利益な扱いを予防するための手段として，さらに組織拡大との手段として意表あるものと理解
するが労働組合がすでに表面に出て，全面的に労働関係の当事者として団交を開始しようとした場合は匿
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名組合員を明らかにしないならば，通常団交が進展しえなくなることは自明の理であろう。組合は会社に
力関係を知られたくないと考えているが労使関係においては，組合はその団結力を背景として交渉し，使
用者は相手方の団結力の強弱の度合によりこれに対応せざるを得ない面があることは，取引交渉における
経済上の理であるのみならず，本件では，少なくとも会社分会の組合員数を明確にしなければその交渉事
項の性質上具体的な団体交渉に入れないものと認められ，組合が組合員数すら明示しないことは自ら交渉
進行の途をふさいでいるものと見るべきであって会社には交渉を拒否しても差し支えない正当理由がある
と思われる」と述べている。
　（命令全体ではなく重要点のみ書く）これにっいて調べてみると，組合員の名簿の不提出が団交拒否の
理由となったケースとしては，合同労組ではないが，鈴木ミシン商会事件（宮城地労委昭34・8・11）6）で
地労委命令は「使用者は団交開始にあたって，その相手方である労働者団体構成員の具体的氏名をも，す
べて承知しなければならないとする法律上の根拠はない」これを提出すれば組合の切崩しが予想されたか
ら，提出を交渉開始の要件としたのは不当だと判断し，さらに使用者は組合役員名簿を受領しかつそのほ
か10数名の組合員名をも承知していたのだから拒否は不当労働行為であるとしている。
　つぎに，太陽社事件（神奈川地労委昭36・3・31）明光印刷事件（神奈川地労委昭36・3・31）におv・
て交渉を要求するものが「果して自己の雇傭する労働者を代表し或いは委任された者であるか否かを確認
する方法がなく，そのために組合員名簿の提示を求め，これが得られないことを理由に団体交渉に応じな
いとしても，これのみをもって直ちに不当に団体交渉を拒否したものとは断じ難い」としている。しかし
使用者は組合に所属する者の氏名を実際には知っていたことが推認され，結局団交拒否の不当労働行為の
成立が認められた。
　学説は団交拒否できるという見解もあるが7），組合員名簿の提出は団交拒否の正当理由にはならず団交
開始の要件ともならないとするのが多数の学者の見解8）である，もちろんこの意見が妥当である。中村印
刷のケースにおいて，組合員数を秘していることは交渉拒否の正当理由になるかどうかであるが，理論的に
は組合員数を知らせないからといって団交を拒否または継続拒否をすることはできない。このケースの地
労委命令の中で「経済的労働条件に関する事項にっいて考慮するために，組合員の数を知る必要があり，
したがって団交に応じないのではなく，応じようがないという事情である」としているが，年次有給休暇
をとっても皆勤手当を減らさないこと，という要求があるが，会社はこれをとった場合皆勤手当を減らし
ていたわけで，さらに取ったならば減らすそという事情があったであろう。したがって欠勤したことにす
るとv・うことであるが，「労基法39条はILOの条約や勧告その他の国際労働法を頭に置きながら，日本
の特殊性を考慮して，休日のほかに，労働日における年次有給休暇を定めた。だから日本の年次有給休暇
請求権は恩典ではなく，労働基準法にもとずく権利であり，かなり重V・罰則（労基法119条）や附加金制
度（同法114条）や短期時効制度（同法115条）によって保障されてV・る9）」とV・われ，その解釈運用は
労働者の生存権の保障という視点から行なわなければならないから，これを欠勤とすることは，この会社
でその休日に休むことと異なった見方を年次有給休暇に対してすることであり不当である。したがってこ
のような労基法上の権利を要求するのにどうして組合員総数がわからなければ団交ができないことについ
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て，賛成できない。同様に目曜・祝祭日・生理休暇を出すことの要求これらも当然団交の対象となり会社
の経済的労働条件に関する事項について考慮するというような問題ではなく労基法上当然に守られてしか
るべき事項の要求である。夏季一時金30目分の支給の要求については組合員名簿の提出が必要な形態にた
とえあったとして経済的社内事由がわからないから拒否したとしても，年次有給・日曜・祝祭日・生理休
暇をとったときは，皆勤手当を減らさないという要求には，団交に応じる必要がある。今一つの問題点は
このケースの進行中（団交することについて三回ほど話し合がもたれている）に会社側がはたして組合員
の存在に気ずかなかったかどうかということであるが，このことを審理中強く追求する必要があったので
はないか。団交拒否という強い態度にでることによって会社（40人）内に労働組合の組織化が進むことを，
かなり注意しており，わずかの従業員しかいないこの会社で，このような事件が起っているのであるか
ら，匿名組合員はだれであるかということは，会社側には実際は知られていたであろうことは，よういに
推認されることと思われる。
　この二つの点から考えると不当労働行為の成立も可能ではないかと思われる。しかしこのケースの実態
が全部わかっているわけではないから，決定的には判断しかねる。そのほかのこのケースでの説明の内容
についてはかなり理論的なところがあり，合理的解釈といえる。
　このケースの事実からみると，組合側の行動は当を得たものとはいえず，もう少しスマートにすべきで
あり，団交について三回話しあったときの行動またその後の行動は会社のでかたを直視して動かなければ
ならなかったといえる。単に組合員の存在を知らないことを理由に団交申し入れに応じないということを
正当化することは困難であり窓口で議論していてもはじまらないのであって，とにかく団交をするという
ことが前提であり，そのプロセスにおいて団交拒否となりうる理由がでてきたならば議論すればよいので
あって，まず団交をするということが労働法が両者に要求していることであるといえる。
　そして団交の進行中に，組合員の人数や職種，職名を明らかにしていけばよい。この匿名組合員の問題
については先にも述べたごとく原則としては，合同労働に存在しないということが正常な組合活動の発展
のために有利であるから，たとえ匿名組合員を有していて団交に入ったとするならば使用者側の態度を観
察しながら名を明らかにしてもよい状態に達したならばなるべく早く明らかにしていき，匿名組合員は減
少させていくべきである。
　以上のごとく団体交渉とその問題点について述べたが，我国の全合同労組の69％が団交経験があり残り
の31％は実際に団交したことのない組合であるため，全体的にみてまだ合同労組自体の内容が充実してい
ないこと，労働者の権利意識が低いこと争議のときなどの方法が不出来であることなどが注目される。
第三章　結　語　に　か　え　て
　合同労組の資格審査と団体交渉についての問題点と現実の合同労組の実態とを関連させてみると，これ
らの法律問題についてはすべて，特殊日本的10）な労使関係が前面に提示されてくる。これにより，中小企
業労働者の地位向上に関しての問題である労働時間短縮・賃金の上昇等についても，合同労組自体の力の
上昇しいては，労働者階級全体の力関係の変化が重要になってくる。法則的な事柄と力関係とを，ぽんや
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一95＿
りとした形で分けるということはここにおいても決して妥当な方法ではないといえる。したがって，未組
織労働者の組織化方式の一つとしての合同労組の各種法律問題を解決する場合まずその全組織力の発展と
そのために必要な人と金に関する大労組の援助方法にも，大きな比重がかかっており，将来合同労組独自
の独立した全国組織の確立がなされるまでの間はかなりの困難が予想されるが，現体制のなかで，日本の
底辺にいる中小企業労働者の生存の維持という観点にたって光をあてるべく法律論を展開していくことは
必要であるといえる。
1）　「合同労組の組織・運営および活動」労働省労政局労働組合課編昭39・6
2）イギリスの労働運動史に関してはコールの本　　皿「イギリス労働運動史」組合結成及び政治活動その他これ
　に関する事項は，H．　A．　Clegg　General　Union，1954，　PP．1－5，組織につv・てはIbid・，　P・37
3）　沼由稲次郎編「合同労組の研究」
4）柳川判事・本多教授・青木教授・林教授・島田教授その他の人々
5）　「季刊労働法52号」川口実助教授の解説参照
6）　「中村印刷・文明堂合同労組事件」川口実・季刊労働法52号
7）　林信雄著「合同労組と労働法」　「合同労働組合をめぐる諸問題」日労協誌11号
8）　青木宗也「合同労組の組織形態と法律上の問題点」法律時報33巻3号，本多淳亮「合同労組の組織と団体交
　渉」民商法誌42巻3号，「同鈴木ミシン団交拒否事件」季刊労働法36号，窪田隼人「太陽社事件」季刊労働法41
　号，荒木誠之「合同労組と団体交渉」季刊労働法42号，石井照久「合同労組」労働法実習138頁，蓼沼謙一「匿
　名組合員をめぐる問題点」沼田編前掲論文，石川吉右衛門「合同労組」232頁，野村平爾「団体交渉」労働法大
　系2巻62頁，江原前掲論文
9）松岡三郎著「日本の労働法」262頁
10）　アメリカにおける合同労組につV・てはHenly　Pelling　American　Labor・P・46以下労働騎士団がある。イギ
　リスの事情はGeneral　Union　H．　A．　Clegg
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